
 

 

事  務  連  絡 

令 和 ５ 年 １ １ 月 １ ４ 日 

 

都道府県水道行政担当部（局）  

各  厚生労働大臣認可水道事業者      御中 

厚生労働大臣認可水道用水供給事業者  

厚生労働省健康・生活衛生局水道課 

    

令和４年度重要給水施設管路の耐震化に係る調査結果について 

 

厚生労働省では、「水道施設の耐震化の計画的実施について（平成 20年 4月 8日 健水発第 0408002号）」

において、既存の水道施設の耐震化に関し、「災害時に重要な拠点となる病院、診療所、介護や援助が必要な

災害時要援護者の避難拠点など、人命の安全確保を図るために給水優先度が特に高いものとして地域防災計画

等へ位置づけられている施設へ配水する管路については、優先的に耐震化を進める。」としています。 

「新水道ビジョン（平成 25年 3月）」及び「水道の耐震化計画等策定指針（平成 27年 6月）」においても、

重要給水施設管路の耐震化を優先して推進することを掲げています。また、水道事業者が重要給水施設管路の

効果的・効率的な耐震化計画を容易に策定できることを目的として「重要給水施設管路の耐震化計画策定の手

引き（平成 29年 5月）」を策定しています。 

これらに関し、全国の水道事業者、水道用水供給事業者並びに都道府県水道行政担当部（局）のご協力を得

て、今般、「重要給水施設の設定及び当該施設に至る管路の耐震化に関する調査」結果を取りまとめましたの

でご報告いたします。 

重要給水施設管路の耐震適合率は令和 2年度末から 1.1％上昇しているものの、未だ 38.7％に留まっており

ます。引き続き、重要給水施設及び重要給水施設管路の早急設定並びに重要給水施設管路の耐震化を着実に推

進いただきますよう宜しくお願い致します。 

 

記 

 

 

調査結果：別添のとおり 

回答事業者：1,389事業者 

（上水道及び水道用水供給事業者。重要給水施設を未指定と回答した事業者を含む。） 

 

本件問い合わせ先 

厚生労働省健康・生活衛生局 

水道課 中井、澤田、深瀬 

TEL：03-3595-2368（直通） 

E-mail：suidougijutsu@mhlw.go.jp 
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令和４年度重要給水施設管路の耐震化に係る調査結果について 

（令和３年度末時点） 

 

 

表-1 重要給水施設管路の延長 

（km）   

R３年度 
管路全体 

（基幹管路＋配水支管） 
基幹管路 

重要給水施設管路延長 125,716 59,623 

うち耐震適合管延長 48,468 28,695 

耐震適合率 38.7% 48.2% 

  ※重要給水施設数：52,171 

 

図-1 耐震適合性を有する重要給水施設管路の割合の推移 

※参考：重要給水施設管路以外の管路を含む全ての基幹管路における耐震適合性を有する管の割合
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図-2-1 都道府県別耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・管路全体合計) 
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図-2-2 都道府県別耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・基幹管路合計) 
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  図-3-1 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・管路全体合計) 

 

 

※ 基幹管路＝導水管＋送水管＋配水本管 

  図-3-2 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・基幹管路合計) 
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  図-3-3 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・導水管) 

 

 

 

 

   図-3-4 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・送水管) 
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※ 配水管路＝配水本管＋配水支管 

  図-3-5 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・配水管路合計) 

 

 

 

 

 

 
  図-3-6 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・配水本管) 
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  図-3-7 耐震適合性を有する管の割合(重要給水施設管路・配水支管) 
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図-4-1 1 事業者あたりの重要給水施設箇所数 

 

  図-4-2 給水人口 1万人あたりの重要給水施設箇所数   
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